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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税は含まれておりません。 

    ３．第24期第３累計期間及び第24期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。第25期第３四半期

連結累計期間については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しないため記載しておりません。 

    ４．第24期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第24期

第３四半期連結
累計期間 

第25期
第３四半期連結

累計期間 
第24期

会計期間 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（千円）  2,941,306  3,089,569  3,911,602

経常利益又は経常損失（△）（千

円） 
 △44,467  125,141  △92,538

四半期純損益（△は損失）又は当

期純損失（△）（千円） 
 △78,295  101,622  △146,420

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 △87,239  96,264  △157,305

純資産額（千円）  442,319  471,382  375,117

総資産額（千円）  1,965,163  2,032,558  2,159,880

１株当たり四半期純損益金額（△

は損失）又は１株当たり当期純損

失金額（△） (円） 

 △6,327.41  8,212.55  △11,832.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  22.5  23.2  17.4

回次 
第24期

第３四半期連結
会計期間 

第25期
第３四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成22年
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成23年
10月１日 

至平成23年 
12月31日 

１株当たり四半期純損益金額（△

は損失） (円） 
 △1,899.28  3,239.09

2012/02/15 9:24:3211802438_第３四半期報告書_20120215092414

- 1 -



  当社グループは、当社及び100％連結子会社２社により構成されております。 

各社の主要業務は次のとおりであります。 

１．株式会社ゴルフ・ドゥ（当社） 

 中古ゴルフクラブの買取り・販売を主たる営業目的とする「ゴルフ・ドゥ！」直営店及び同フランチャイズチェー

ンの本部運営を主要業務としております。 

①仕入・販売の特徴 

 当社における仕入れ・販売の特徴は、一般ユーザーが使用したゴルフクラブをそれぞれの店頭で買取り、傷や汚れ

等をメンテナンスした上で販売する点であります。新品クラブや用品等については、各メーカー、問屋から仕入をし

ており、フランチャイズ加盟店への卸売りを行っております。 

また、中古ゴルフクラブ流通における当社直営店及びフランチャイズ加盟店独自の仕組みとして、全国の店頭在庫

約15万本を対象とした一般ユーザー向けの「ゴルフ・ドゥ！オンラインショップ」、「まっすぐネット」（注１）や

自店滞留在庫を他の直営店やフランチャイズ加盟店にて販売するためのインターネット上の「ゴルフ・ドゥ！市場」

（注２）のシステムを構築しており、お客様のニーズに応えるだけでなく仕入コストの削減、過剰在庫を避けること

のできる体制を作り上げております。 

（注１）「まっすぐネット」：直営店・フランチャイズ加盟店全ての店舗がWeb端末を使用してゴルフ・ドゥ！店舗 

  ネットワーク内で商品検索を行い、販売店の店頭でお客様から要望のあった中古クラブを取り寄せるシステム。

（注２）「ゴルフ・ドゥ！市場」：直営店・フランチャイズ加盟店全ての店舗が出品・買取発注できるWeb上の市 

  場。一般消費者には公開されておらず、主にフランチャイズ加盟店の間で、不足する商材や過剰な商材の売買を

  行うことで、在庫の流動化を図ることが可能。 

②フランチャイズ事業 

  当社は、全国的な店舗展開を図るため、法人企業の開業希望社とフランチャイズ契約を締結しております。 

フランチャイズ加盟店に対しては「ゴルフ・ドゥ！」の商標、商号を利用する権利を与えるとともに、加盟者の物

品販売、サービスの提供その他事業経営について統一的な方法で統制、指導、援助を行ないます。 

また、当社は、実績のある加盟者との間でエリアフランチャイズ契約を結び、特定エリアの出店加速を推進してお

ります。 

  

２．スクエアツウ・ジャパン株式会社（100％連結子会社） 

  国内外の新品ゴルフ用品の一般小売、インターネット販売及び営業販売を主要業務としております。また、米国に

おいて同様の事業を主要業務とする同社の100％子会社としてThe Golf Exchange Inc．を保有しています。 

  

（取扱商品） 

 当社グループにおいて提供している主な商品及びサービスの内容は、以下のとおりであります。 

  

２【事業の内容】

 商品 
 ゴルフクラブ  新品・中古 

 ゴルフ用品  ボール、グローブ、シューズ、キャディバック、アパレル 

 サービス 
 クラブリペア  グリップ交換、シャフト交換、ロフト・ライ角調整等 

 ゴルフレッスン  店内及び練習場でのレッスン、スクール等 
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 （事業系統図） 

事業系統図は、以下のとおりであります。 
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  当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。  

  

（1）業績の状況  

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により停滞を余儀なくされた生産活動も震

災後の復興需要に加え、個人消費も改善傾向が見られ、底堅く推移してまいりました。しかしながら、欧米経済の先

行き不安などは払拭されず、震災復興関連の需要によって緩やかな回復経路に復していくものの足元の景況感として

は不透明な状況が続いております。 

 当社グループが属するゴルフ業界におきましても、震災による景気悪化の影響を受け、期首には厳しい状況が続き

ましたが、６月以降、ゴルフに対する自粛ムードも和らぎ、プレー人口はゴルフ場／練習場の利用者数が平成23年11

月では前年同月比100.1％／96.6％と回復傾向には転じています（経済産業省「特定サービス産業動態調査」）。そ

うした中、ゴルフ用品に対する消費マインドも震災前の水準に戻りつつありますが、依然として高額商品に対する消

費者の節約志向は未だに強く、厳しい環境は続いております。 

  このような経営環境のもと、当社グループでは第２四半期より引き続き、事業全体の収益性向上を目指し、在庫の

適正化等による粗利益率の改善に努めてまいりました結果、直営全店の粗利益率は当第３四半期会計期間におきまし

て前年同期比は5.3ポイント上昇し、収益面では堅調に推移しました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は売上が30億89百万円（前年同四半期比105.0％）、営業利益が130百

万円（前年同四半期△43百万円）、四半期純利益は101百万円（同△78百万円）となりました。  

  また、店舗につきましては、直営事業、フランチャイズ事業ともに新規出店はなく、平成23年12月末日現在の営業

店舗数は全国で合計75店舗のままとなっております。  

  

   セグメント別の状況は以下のとおりであります。  

 ① 直営事業 

 当第３四半期連結累計期間においては、プレー人口の回復とともにゴルフ用品の販売も回復基調となりました。し

かしながら、高額商品に対する節約志向は根強く、用品小物の衝動買いも少なく、計画通りの売上高を獲得するには

至りませんでした。しかしながら、在庫の適正化等による粗利益率の改善に努め、前年比4.6ポイント増と収益面を

重視してまいりました。その結果、直営事業の売上高は18億46百万円（前年同期比90.8％）となりました。また、セ

グメント利益は１億49百万円（同902.7％）となりました。 

   

 ② フランチャイズ事業 

 当第３四半期連結累計期間においては、各加盟店の売上高が震災前の水準に戻りつつも、前年並みの売上回復まで

には至らず、計画通りのロイヤリティ収入確保ができませんでした。その結果、フランチャイズ事業の売上高は３億

36百万円（前年同期比83.3％）となりました。また、セグメント利益は１億37百万円（同96.1％）となりました。 

  

 ③ 営業販売事業 

 当第３四半期連結累計期間においては、西日本エリアの売上高は引き続き堅調に推移し、12月には国内人気モデル

が発売され売上に大きく貢献いたしました。東日本エリアでは、今夏以降、既存の得意先へのきめ細かなアプローチ

や新規の得意先の開拓により前年以上の売上を獲得することができました。その結果、営業販売事業の売上高は９億

５百万円（前年同期比173.0％）となりました。また、セグメント利益は13百万円となりました。（※前年は、連結

期間が平成22年７月～平成22年12月までの６ヵ月となっています。） 

   

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第３四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。  

   

（3）研究開発活動 

  該当事項はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  44,000

計  44,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 

（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  13,083  13,083
名古屋証券取引所（セ

ントレックス） 

 単元株式数 

  １株  

計  13,083  13,083 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年 月 日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金
残高（千円）

 平成23年10月１日～ 

 平成23年12月31日 
 －  13,083  －  500,765  －  177,817

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】  

   

②【自己株式等】 

  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。  

退任役員  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － －  － 

議決権制限株式（自己株式等） － －  － 

議決権制限株式（その他） － －  － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式    709 －  － 

完全議決権株式（その他）  普通株式   12,374  12,374  － 

単元未満株式  － －  － 

発行済株式総数        13,083 － － 

総株主の議決権 －  12,374 － 

  平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ゴルフ・ドゥ 
埼玉県さいたま市 

中央区上落合2-3-1 
 709  －  709  5.42

計 －  709  －  709  5.42

２【役員の状況】

  役   名    職    名    氏       名    退 任 年 月 日 

  取  締  役     ―    井上 文彦   平成23年９月25日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平

成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 375,218 354,081

受取手形及び売掛金 209,977 211,057

商品及び製品 775,492 710,598

繰延税金資産 49,974 50,590

その他 36,683 36,402

貸倒引当金 △2,454 △2,168

流動資産合計 1,444,890 1,360,561

固定資産   

有形固定資産 233,642 211,911

無形固定資産   

のれん 74,275 61,168

その他 24,180 30,657

無形固定資産合計 98,455 91,825

投資その他の資産   

その他 399,016 384,384

貸倒引当金 △16,124 △16,124

投資その他の資産合計 382,892 368,259

固定資産合計 714,990 671,996

資産合計 2,159,880 2,032,558

負債の部   

流動負債   

買掛金 244,740 235,120

短期借入金 330,610 256,407

1年内返済予定の長期借入金 241,392 233,089

未払法人税等 10,599 9,523

賞与引当金 18,008 10,314

ポイント引当金 27,515 23,175

その他 94,934 138,206

流動負債合計 967,800 905,837

固定負債   

長期借入金 662,284 498,747

退職給付引当金 69,481 73,940

資産除去債務 26,862 27,283

その他 58,335 55,367

固定負債合計 816,962 655,338

負債合計 1,784,763 1,561,175
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,765 500,765

資本剰余金 177,817 177,817

利益剰余金 △268,954 △167,332

自己株式 △23,625 △23,625

株主資本合計 386,002 487,625

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △4,343 △3,182

為替換算調整勘定 △6,541 △13,059

その他の包括利益累計額合計 △10,885 △16,242

純資産合計 375,117 471,382

負債純資産合計 2,159,880 2,032,558
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 2,941,306 3,089,569

売上原価 1,921,239 1,993,847

売上総利益 1,020,066 1,095,721

販売費及び一般管理費 1,063,996 965,270

営業利益又は営業損失（△） △43,929 130,451

営業外収益   

受取利息 2,641 2,509

受取手数料 2,546 2,088

為替差益 4,855 2,958

その他 3,749 1,784

営業外収益合計 13,792 9,340

営業外費用   

支払利息 11,384 12,872

その他 2,945 1,778

営業外費用合計 14,329 14,650

経常利益又は経常損失（△） △44,467 125,141

特別損失   

固定資産除却損 2,166 －

店舗閉鎖損失 17,449 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 5,086 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,235 －

特別損失合計 31,938 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△76,405 125,141

法人税等 1,889 23,519

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△78,295 101,622

四半期純利益又は四半期純損失（△） △78,295 101,622
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△78,295 101,622

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △305 1,160

為替換算調整勘定 △8,638 △6,517

その他の包括利益合計 △8,944 △5,357

四半期包括利益 △87,239 96,264

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △87,239 96,264
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 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。 

    

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

  

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日） 

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

減価償却費 千円 45,833 千円 36,102

のれんの償却額  8,536    13,107

（株主資本等関係）
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

  容（差異調整に関する事項） 

   （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    

   

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な 

  内容（差異調整に関する事項） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

            （単位：千円） 

    報告セグメント  

合計 
  直営

フランチャ
イズ  

営業販売

売上高       

外部顧客への売上高     2,032,713       384,834  523,758     2,941,306

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

－ 19,321 －  19,321

計     2,032,713      404,155  523,758     2,960,627

セグメント利益又は損失（△）       16,527     143,323  △19,607       140,243

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計  140,243

のれんの償却額  △8,536

全社費用（注）     △175,637

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △43,929

           （単位：千円） 

 報告セグメント  

合計 

  直営
フランチャ

イズ 
営業販売

売上高         

外部顧客への売上高  1,846,854  336,766  905,948  3,089,569

セグメント間の内部売上高又は
振替高 

 －  －  －  －

計  1,846,854  336,766  905,948  3,089,569

セグメント利益  149,204  137,875  13,527  300,607

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計  300,607

のれんの償却額  △13,107

全社費用（注）  △157,048

四半期連結損益計算書の営業利益  130,451
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 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 （注）前第３四半期連結累計期間は、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在するものの１ 

    株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。又当第３四半期連結累計期間は、潜在株式調整後１株 

    当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有していないため記載しておりません。 

  

    該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり 

四半期純損失金額（△）  
円 銭 △6,327 41 円 銭 8,212 55

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円） 
 △78,295  101,622

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は普通株式

に係る四半期純損失金額（△）（千円） 
 △78,295  101,622

普通株式の期中平均株式数（株）  12,374  12,374

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゴル
フ・ドゥの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日か
ら平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連
結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四
半期レビューを行った。  
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任  
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論  
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ゴルフ・ドゥ及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての
重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年２月８日

株式会社ゴルフ・ドゥ 

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 鎌 田 竜 彦 印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士 水 野 雅 史 印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期 

     報告書提出会社）が別途保管しております。  

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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